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４．令和元会計年度予定損益計算書 

５．2019 会計年度事業報告書 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等（該当なし） 

７．令和 2 会計年度収入支出予算 
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２ ０ ２ ０ 会 計 年 度 事 業 計 画 

区   分 業 務 別 計 画 

１ 放送大学

を設置し，こ

れを運営す

ることに関

する事項 

 

（１）学生の募集等 

 

入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

教養学部 【求める人材像】 
本学は，広く国民に高等教育の機会を提供することを教育理念と

しており，一定の条件を満たし，学ぶ意欲のある者であれば誰でも
入学することができます。 
 

【入学者選抜の方法】 
本学の教育理念に鑑み，入学者選抜は行いません。 
 

【求める学習成果】 

高等学校卒業など，一定の条件を具備していることが条件となり

ます。 

大学院文化科学研究

科（修士課程） 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等における豊かな経験を持つ社会人や，専門領域
における基礎知識を有し，学問及びその実践への応用に対する意欲
と広い問題意識を持って，生涯にわたってあらゆる機会，場所にお
いて学び，その成果を生かしていくことができる学習者を求めま
す。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施
します。第１次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選
考を実施し，最終合格者を決定します。第１次選考は英語読解力
（一部のプログラム）及び専門的知識や思考力を問う筆記試験，第
２次選考は提出書類を基にした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

学士課程卒業など，一定の要件を満たすことが条件です。 

大学院文化科学研究
科（博士課程） 

 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等において直面する課題を解決するための実践に
取り組み，豊かな経験知・実践知を有する社会人や，学問知の獲得
に強い意志と意欲を持ち，より高度な教養知の修得を目指し，生涯
にわたってあらゆる機会，場所において学び，その成果を生かして
いくことができる学習者を求めます。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施
します。第１次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選
考を実施し，最終合格者を決定します。第１次選考は英語読解力及
び高度な専門的知識や思考力を問う筆記試験，第２次選考は提出書
類を基にした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

修士課程修了など，一定の要件を満たすことが条件です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



以下のとおり２０２０年度第２学期及び２０２１年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定を

行う。 

  

                           

区  分 

入学 

定員

（人） 

募集期間等 

 

 

 

 

教養学部 

 

 

２０２０年度第２学期 

全科履修生 
15,000 

（第１回）６月１０日～８月３１日 

（第２回）９月 １日～９月１５日 ２０２０年度第２学期 

選科履修生，科目履 修生 
40,000 

２０２１年度第１学期 

全科履修生 
15,000 

（第１回）１１月２６日～２月２８日 

（第２回） ３月 １日～３月中旬 
２０２１年度第１学期 

選科履修生，科目履 修生 
40,000 

２０２０年度 

集中科目履修生 
― （学校図書館司書教諭）５月１日 ～ ６月７日 

 

 

大学院 

文化科学 

研究科 

 

 

２０２１年度 

修士全科生  
500 

８月１５日～８月２６日 募集期間 

１０月３日  第１次選考（筆記試験） 

１１月１４,１５日 第２次選考（面接試問） 

１２月９日  最終合格者決定 

２０２０年度第２学期 

修士選科生，修士科目生 
11,000 

（第１回）６月１０日～８月３１日 

（第２回）９月 １日～９月１５日 

２０２１年度第１学期 

修士選科生，修士科目生 
11,000 

（第１回）１１月２６日～２月２８日 

（第２回） ３月 １日～３月中旬 

 

２０２１年度 

博士全科生  

 

15 

８月１５日～８月２６日 募集期間 

１０月３日  第１次選考（筆記試験） 

１１月８日  第２次選考（面接試問） 

１２月９日  最終合格者決定 

（注）募集期間等は予定である。 

 

学費は下記のとおりとする。 

 

① 教養学部 

学生の種類 入学料 授業料 

全科履修生 24,000 円 

1 単位当たり 

5,500 円 

選科履修生 9,000 円 

科目履修生 7,000 円 

集中科目履修生 5,000 円 

 

 



② 大学院文化科学研究科  

学生の種類 検定料 入学料 授業料 研究指導料 
臨床心理実

習費 

修士全科生 30,000 円 48,000 円 

1 単位当たり 

11,000 円 

1 年間につき

88,000 円 
20,000 円 

修士選科生 

― 

18,000 円 

― ― 

修士科目生 14,000 円 

博士全科生 30,000 円 48,000 円 
1 単位当たり 

44,000 円 

1 年間につき

352,000 円 
― 

 

また，以下のとおり広報活動を行う。   

 

① 入学者数及び総科目登録数の増加を図るため，データ分析や費用対効果の検証等を活用し，

２０２０年度第２学期及び２０２１年度第１学期の学生募集に係る効果的な広報を展開する。 

    ・学生募集用ポスター，学生募集用リーフレット，その他広報資料の作成 

    ・Ｗｅｂ，新聞，テレビ，雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

    ・学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 

    ・大学説明会，オープンキャンパス及び個別相談会の実施 

    ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 

    ・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 

 

② 本学のブランドイメージに基づいて各種広報を行い，定期定量評価で検証しながら本学の認

知度向上を図る。 

    ・ホームページの充実 

    ・より効果の高いメディア（Ｗｅｂ，新聞，テレビ，雑誌等）を活用した広報の実施 

    ・公開講演会の企画・実施  

・図書館所蔵コレクションを利用した展示会協力  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）学生の教育等  

 

教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

教養学部 【教育課程編成】 
  学生の幅広いニーズに対応した体系的かつ弾力的なカリキュラム
となるよう，学問分野に応じた系統的学習により教養を深めること
ができ，また，教養の幅を広げるため，特定の学問分野を超えた幅
広い知識の修得が可能となるよう，柔軟性のある教育課程編成とな
っています。 

 
【教育内容・方法】 
  様々な学生ニーズに対応した授業を，それぞれの環境に合わせて
学習できるよう，本学では，テレビ・ラジオによる放送授業，イン
ターネットを活用したオンライン授業，そして教員と直接対面して
行う面接授業の３つの形態により授業を実施しており，いつでもど
こでも学べる環境を確保しています。 

 
【学習成果の評価方法】 

  単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位認定試験を

課さないオンライン授業においては，各回における形成的評価と，

最終回後に行われる達成度評価の結果を総合的に判断して成績評価

を行います。 

大学院文化科学研究

科（修士課程） 

【教育課程編成】 
  修士課程においては，専門知識を修得するための授業科目と研究
能力を養う研究指導を提供します。授業科目は深く広い教養の涵養
を図るため，所属するプログラムの科目と他プログラムの推奨科目
及び関連科目で構成しています。また，学士課程の教育課程との有
機的接続を念頭に置き，修士課程に同分野における発展系の科目も
開設します。研究指導は，主として論文執筆や研究方法論，学術的
研究手法等の実践的コースワークを重視し，修士論文等を段階的・
計画的に作成できるよう，修士課程の２年間を通じて指導します。 

 
【教育内容・方法】 
  授業科目は，テレビ・ラジオによる放送授業の他，インターネッ
トを活用したオンライン授業を提供します。研究指導では，対面や
Web会議システムなどにより個別ないし数人に対する指導を行いま
す。また，各学期の後半では，研究指導教員が課題を出し，それに
対する各人のレポートへのフィードバックを行う課題研究の機会，
あるいは集中面接授業の機会を設けています。このようにして，い
つでもどこでも学べるという柔軟性を持ちつつ，遠方に在住してい
る学生に対しても個別指導の機会を提供します。 

 
【学習成果の評価方法】 

  授業科目は，単位認定試験の結果により成績評価を行います。単

位認定試験を課さないオンライン授業は，各回における形成的評価

と，最終回後に行う達成度評価の結果を総合的に判断して厳格な成

績評価を行います。研究指導は，修士論文等に対する審査と口頭試

問の結果を総合的に判断して，修士の学位に相応しいか否かの成績

評価を行います。 

大学院文化科学研究
科（博士課程） 

 

【教育課程編成】 
  博士後期課程においては，高度な専門知識や精緻な研究方法を修
得するための基盤研究科目と高い研究能力を養う特定研究科目を提
供します。基盤研究科目では，学術理論及び高度な研究方法を多角
的視点から習得するため，メジャー研究分野の科目とマイナー研究
分野の科目で構成しています。特定研究科目では，博士論文を段階
的・計画的に作成できるよう，３年間の対面指導を行い，プログラ
ムの枠を超えて，専攻するメジャー研究分野のみならず，マイナー
研究分野も加えた専任教員が指導に当たります。定期的に開催され
る研究指導では，論文執筆に関する指導に加え，研究方法論も指導
します。 

 



【教育内容・方法】 
  基盤研究科目のうち，メジャー研究分野関連教員のオムニバス講
義である特論では，対面により授業を行い，メジャー研究分野及び
マイナー研究分野の研究法では，対面やWeb会議システムなどによ
り指導を行います。また，特定研究科目では，定期的に課題を出
し，対面により指導します。このようにして，通信教育を基本とす
る本学においても，密度の濃い授業や研究指導を実施します。 

 
【学習成果の評価方法】 

  基盤研究科目は，授業における学習状況と提出されたレポートを

基に成績評価を行います。特定研究科目は，博士論文に対する審査

と口頭試問の結果を総合的に判断して，博士の学位に相応しいか否

かの成績評価を行います。 
 

 

 

① 学生に対して放送授業，通信指導，単位認定試験，面接授業，オンライン授業，研究指導を

実施する。 

 

放送授業 

・放送授業の放送期間 

 第１学期 

２０２０年 ４月 １日～ ７月１４日 

  

第２学期 

２０２０年１０月 １日～１２月２８日 

 ２０２１年 １月 ５日～ １月２０日 

                   

・第１学期，第２学期ともに，学部２８８科目（うち新規開設５６科目），大学院

５８科目（うち新規開設８科目）を放送 

 

・２０２０年１２月２９日～２０２１年１月４日を「年末・年始学習期間」として，また２０２０

年７月１５日～９月３０日を「夏期学習期間」，２０２１年１月２１日～３月３１日を「冬期学習

期間」として，授業番組の一部を再放送  

・なお，夏期学習期間及び冬期学習期間には，「司書教諭資格取得に資する科目」（５科目）,「教員

免許更新講習に関する科目」（必修領域１科目，選択必修領域５科目，選択領域８科目）も放送  

通信指導 

通信指導提出期限 

（第１学期） 

（第２学期） 

〔（集中科目履修生） 

 

２０２０年 ５月２９日 

２０２０年１２月１日   

２０２０年 ８月１２日〕 

単位認定試

験 

・教養学部 
（第１学期）２０２０年７月１７日～７月２３日 

（第２学期）２０２１年１月２３日～１月３０日 

集中科目履修生 

 「司書教諭資格取得に資する科目」  ２０２０年１０月９日  単位認定レポート提出期限 

  

・大学院文化科学研究科 
（第１学期）２０２０年７月１７日・１８日 

（第２学期）２０２１年１月２１日・２２日 



面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む。）が指導を実施（スクー

リング） 

 

・面接授業の開講期間 

 第１学期 ２０２０年４月～８月 

 第２学期 ２０２０年１０月～２０２１年２月 

 ※面接授業は９０分の授業を７回,４５分の授業を１回,計８回実施 

  （授業時間とは別に成績評価のための試験・レポート等の時間を設定） 

 

オンライン

授業 

・オンライン授業の配信期間 

第１学期 ２０２０年４月３日～２０２０年８月３１日 

第２学期 ２０２０年１０月５日～２０２１年３月１日 

 

・第１学期,第２学期ともに,学部３３科目（うち新規開設１０科目）,大学院２

８科目（うち新規開設１科目）を配信  

研究指導 

（大学院） 

・大学院修士課程では研究指導並びに修士課程第２年次の学生については修士論

文等の審査を実施  

・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導体制で博士論文作成のた

めの指導並びに博士後期課程第３年次の学生については，博士論文等の審査を

実施  

 

② 学生の情報リテラシー向上のため，学習センターで面接授業等による情報リテラシー教育を

実施するとともに，学生の情報セキュリティ意識向上のため，e ラーニングによる情報セキュ

リティ教育を実施する。   

 

③ 学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，テレビ授業科目，ラジ

オ授業科目のインターネット配信及びＩＰサイマルラジオの配信を実施する。  

 

④ 各種資格の取得に資する教育を実施する。 

専修免許状，特別支援学校教諭免許状，幼稚園教論免許状，学校図書館司書教諭資格，学芸

員資格，看護師資格，公認心理師資格，認定心理士資格等に対応する科目を提供する。  

 

⑤ 人生１００年時代における社会人の多様な学び直しニーズに応え，忙しい社会人でも学びや

すいよう，インターネット上で学習するオンライン授業科目を新たに１１科目開講する。  

 

⑥ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に認証状を発行・授与する科目群履修認証制度「放

送大学エキスパート」を２５プラン実施する。  

 

⑦ 他大学・専修学校等との単位互換・連携協力を推進する。また，北海道大学や舞鶴工業高等

専門学校等との連携事業に取り組み，映像コンテンツの提供等を実施する。 

  

⑧ 教員免許更新講習を実施する。  

 

⑨ インターネット配信等による数理・データサイエンス・AI 人材の育成に向けた授業科目や

公開講座コンテンツを制作するとともに，関係機関等と連携した短期リカレント講座コンテン

ツを制作・提供する。  

 

⑩ 受講者のキャリアアップに資する実践的な講習を提供し認証を行う「キャリアアップ支援認

証制度」として，「プログラミング教育プラン」の小学校教員向けの講習の種類の拡充及び中

学校・高等学校段階の講習等の開設を進める。 

 

 

 



（３）卒業の認定等 

 

卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

教養学部 【資質・能力等の養成】 
人文・社会・自然の各学問分野を中核とする幅広い知識を修得

し，豊かな教養の涵養を図ることにより，様々な課題に対して，複
眼的視点からのものの見方や考え方ができるようになり，物事の本
質を見極めることのできる総合的理解力が身につきます。 
これらの資質・能力を身につけることにより，職場や日々の生活

などで生じる様々な課題に対して，物事の本質を見極め，それらの
課題を解決するための糸口を見出すことができる人材を養成しま
す。 

 
【卒業に必要となる学習成果（条件）】 

  複数の分野にまたがって124単位以上を修得する必要があります。 

大学院文化科学研究

科（修士課程） 

【資質・能力等の養成】 
専攻する専門分野に加えて，他の分野における専門知識や技能を

修得し，深く広い教養を身につけることにより，学術的な研究遂行
能力，高度な職業的知識や技能に基づく総合的判断力及び様々な課
題に対して自らの力で解決する能動的探究力を涵養します。 
これらの資質・能力により，地域社会や職場等，現代社会におけ

る様々な課題を自らの力で解決し，それぞれの地域社会や職場等に
おいて活躍する実践的人材を養成します。 

 
【修了に必要となる学習成果（条件）】 

授業科目と研究指導科目を合わせて30単位（臨床心理学プログラ

ムは34単位）以上修得し，修士論文等の審査及び試験に合格するこ

とが課程修了・学位取得の要件です。 

大学院文化科学研究
科（博士課程） 

 

【資質・能力等の養成】 
主に専攻する学問分野（メジャー研究分野）に加えて，関連する

学問分野（マイナー研究分野）など，他分野における高度な専門的
知識や技能を修得し，学術の理論及び応用の深奥を極めることによ
り，物事を俯瞰的に観察する能力と解決が困難な実際的課題に対応
できる創造的実践力が身につくよう指導します。 
これらの資質・能力により，社会に知を発信し，地域社会や職場

等における困難な課題を自らの力で解決し，それぞれの地域社会や
職場等の未来を切り拓く知的リーダーとして活躍する人材を養成し
ます。 
 

【修了に必要となる学習成果（条件）】 

授業科目と研究指導科目を合わせて17単位以上修得し，博士予備

論文及び博士論文の審査及び試験に合格することが課程修了・学位

取得の要件です。 
 

 

（４）教材の作成等 

 

① 新たに開設する授業科目の放送教材・印刷教材（６３科目）及びオンライン教材（１１科目）

を作成する。  

 

② 聴覚障害者等による受講の便宜を図るため，テレビ授業科目２８科目（放送番組４２０本）

について字幕を付与する。また，一部のラジオ授業科目のインターネット配信について字幕を

付与する。  

 

③ 生涯学習支援番組（教育研究成果を広く社会に開放し生涯学習に資するための公開講座。以

下同じ。）を制作する。  

 

④ 放送番組の二次利用等の円滑化に資するため，番組制作段階において著作権処理について十

分配慮するとともに，著作権処理データベースを運用し，著作権処理業務を適切に実施する。 

 



⑤ 放送番組の作成にあたっては効率的な執行に努める。 

 

（５）学習センターの運営等  

   全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うため，学習センターの運営及

び整備を行う。また，学習機会の充実，障がいのある学生への支援及び講義室の有効活用等を図

る。 

 

① 面接授業の実施 

 

  ② 単位認定試験の実施  

 

  ③ インターネットの活用や地域の公共施設等との連携による学習機会の提供  

 

④ 学習支援  

    図書の閲覧，学習相談，証明書の発行等 

 

  ⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動 

 

（６）施設設備の整備 

 

① 本部施設等の特別修繕を行う。また，特別修繕準備金から 113,080,000 円を取り崩して特別 

修繕費に充てる。 

 

② 教育研究に必要な設備等の整備及び図書・学術雑誌の充実を図る。 

 

（７）教育改善の取組み 

 

① 授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施する。 

 

② 学部･大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）を実施する。  

 

③ 学習機会の提供の充実を図るためオンライン授業科目を開設・運営するとともに，ＩＣＴ活 

用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行う。  

 

（８）国際交流の推進 

 

① 海外の遠隔高等教育機関との国際交流を推進する。また，日中韓セミナーを開催する。 

 

  ② 海外の遠隔高等教育機関から，ＩＣＴ活用教育に関し情報収集を行う。 

 

（９）研究活動の推進 

 

① 若手教員の支援や外部資金獲得に応じたインセンティブの付与を通じ，研究活動の促進を 

行う。  

 

  ② 学習教育戦略研究所において，学習・教育情報の分析等を通じた，より効果的な学習・教育

方法の調査・研究やその成果の活用，学園経営の改善に資する各種情報の収集・分析やその成

果の活用等を行う。  

 

 



 

２ 放送大学

における教

育に必要な

放送の実施

に関する事

項 

 

（１）放送の実施  

    授業番組（テレビ）及び告知番組をＢＳ２３２ｃｈで，生涯学習支援番組及び告知番組をＢ

Ｓ２３１ｃｈでマルチチャンネル放送するとともに，授業番組（ラジオ）及び告知番組をＢＳ

５３１ｃｈで放送する。併せて，データ放送も行う。 

 

① 番組の種類  

番 組 名 番 組 内 容 

授業番組 学生の授業履修を目的に，全授業科目を放送。単位認定

試験までに１５回放送。 

生涯学習支援番組 放送番組種別は次のとおり。 

（１）学問への興味を沸き立たせる領域 

ＢＳキャンパスｅｘ特集，”科学”からの招待状，

公開講座セレクション，特別講義 

（２）学び直しのきっかけとなる領域 

クロス討論，スペシャル講演，１６番目の授業，放

送大学アーカイブス・知の扉，学習センターめぐり 

（３）具体的な学び直しに入る領域 

キャリアアップ（例：データサイエンス，サイバー

セキュリティ等） 

告知番組 放送大学の魅力を伝える告知番組 

（番組例） 

授業科目ガイド，全国学習センターめぐり， 

キャンパスガイド 等 

 

② 番組編成期間及び放送時間 

 

・２０２０年度第 1学期 

 

授業番組及び告知番組 

・ ＢＳ２３２ｃｈ（テレビ）及びＢＳ５３１ｃｈ（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 

（２０２０年４月１日～ ７月１４日） 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前１時３０分まで 

 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

夏期学習期間 

（２０２０年７月１５日～９月３０日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 

 

 

 

 



 生涯学習支援番組及び告知番組 

    ・ ＢＳ２３１ｃｈ（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 

（２０２０年４月１日～ ７月１４日） 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

夏季期間 

（２０２０年７月１５日～９月３０日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 

・２０２０年度第２学期 

 

 授業番組及び告知番組 

・  ＢＳ２３２ｃｈ（テレビ）及びＢＳ５３１ｃｈ（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 

２０２０年１０月１日～１２月２８日 

２０２１年 １月５日～ １月２０日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前１時３０分まで 

 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

年末・年始学習期間 

     ２０２０年１２月２９日 

    ～２０２１年１月４日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

冬期学習期間 

（２０２１年１月２１日～ ３月３１日） 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 

生涯学習支援番組及び告知番組 

・  ＢＳ２３１ｃｈ（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 

２０２０年 １０月１日～１２月２８日 

２０２１年 １月 ５日～ １月２０日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

年末・年始期間 

２０２０年１２月２９日 

～２０２１年１月４日 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 
冬季期間 

（２０２１年１月２１日～ ３月３１日） 

※第２学期の番組編成期間及び放送時間は現時点での予定である。 

 

 

 

 

 



（２）放送番組運行システムの安定運用  

安定した放送を確保するため，放送番組運行システムの安定運用を継続するとともに，放送関

連施設及び機器の保全・管理等を行う。 

 

（３）学生等の受信環境の向上  

学生等の受信環境の向上のため，放送大学の番組を放送していないケーブルテレビ事業者に対

し再放送の実施を働きかける。 

 

（４）地上波放送設備の処分等  

２０１８年１０月末の地上波放送終了に伴う関連設備の撤去を完了する。花見川固定局の土地

については，２０２１年度以降の売却に向けて調整を行う。 

 

３ 前２号に

掲げる業務

に附帯する

業務に関す

る事項 

 

（１）調査研究の実施  

 

① 学生に対して，放送番組に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調

査を実施し，その結果の活用を図る。（視聴状況調査）  

 

② 放送大学 YouTube チャンネルの登録者数,radiko（IP サイマルラジオ）のアクセス数,231ch・

232ch の視聴データを取得するなど,メディア活用状況の現状を把握し,Ｗｅｂの更なる積極

的な活用により放送授業・オンライン授業への案内の強化策を検討する等，学園の今後のメデ

ィア活用方策について調査研究する。  

 

③ 生涯学習支援番組に対する視聴者からの意見募集を行い定量的・定性的な調査を実施して，

その結果を分析するとともに関係部門にフィードバックすることにより，生涯学習支援番組の

充実を図る。  

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 

添 付 書 類 

 

 

 

１．令和 2 会計年度予定貸借対照表 

 

２．令和 2 会計年度予定損益計算書 

 

３．令和元会計年度予定貸借対照表 

 

４．令和元会計年度予定損益計算書 

 

５．2019 会計年度事業報告書 

 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等（該当なし） 

 

７．令和 2 会計年度収入支出予算 

 



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

6,190,887

18,149,739

△ 9,172,757 8,976,981

335,905

△ 270,817 65,087

3,609,381

△ 1,828,973 1,780,408

2,283,381

△ 2,202,664 80,717

5,577,645

11,102

△ 11,090 12

22,671,741

２

3,889

463,685

291

467,865

３

1,109,697

222,722

1,332,419

24,472,027

Ⅱ

4,992,438

89,008

△ 32 88,975

1,344,997

4,118,115

160

1,657

10,546,345

35,018,372資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

商 標 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物

１．令 和 ２ 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(令和3年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地



負　　債　　の　　部

Ⅰ

6,872,697

148,610

787,288

691,006

216,017

146,952

8,862,572

Ⅱ

4,118,115

2,673,089

173,540

73,454

1,397,871

500,240

2,271

306,153

84,797

9,329,533

18,192,105

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

4,253,711

△ 8,377,438

△ 31,190

630,690

505,322

△ 3,018,905

Ⅲ

619

619

16,826,266

35,018,372

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 合 計

負 債 拠 出 合 計

特 別 修 繕 準 備 金

放送大学教育振興基金

拠 出 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

損益外利息費用累計額

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

損益外減価償却累計額

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

前 受 金

預 り 寄 附 金

預 り 金

未 払 金

資 産 除 去 債 務

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 寄 附 金



 （単位：千円）

Ⅰ

5,750,147

553,834

30,682

6,129,170

16,194

45,866

2,011,549

21,276

1,960

9,002 10,963

171,028

14,740,711

Ⅱ

14,053,316

687,395

14,740,711

0

Ⅲ

24,171

691

24,863

Ⅳ

24,863

24,863

0

0

0

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 損 失

特別修繕準備金取崩額

当 期 総 利 益

臨 時 損 失

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 費 用 合 計

経 常 損 失

臨 時 利 益

資産見返補助金等戻入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

臨 時 利 益 合 計

経 常 収 益 合 計

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 託 研 究 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

雑 益

検 定 料 収 益

２．令 和 ２ 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

6,190,887

18,482,334

△ 8,897,515 9,584,818

550,619

△ 378,060

△ 95,344 77,214

4,896,562

△ 2,531,169 2,365,393

2,407,407

△ 2,064,876 342,530

5,589,929

11,102

△ 10,868 234

24,151,008

２

3,889

702,396

426

706,712

３

1,109,697

222,722

1,332,419

26,190,140

Ⅱ

5,065,337

89,008

△ 32 88,975

1,344,997

4,118,115

160

1,657

10,619,244

36,809,385

建 物

３．令 和 元 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(令和2年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

商 標 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金



負　　債　　の　　部

Ⅰ

7,651,727

164,344

762,317

691,006

214,861

231,749

9,716,007

Ⅱ

4,118,115

2,673,089

173,540

73,454

1,397,871

500,240

2,271

291,043

168,480

88,504

9,486,610

19,202,618

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

5,839,417

△ 9,205,540

△ 88,343

△ 32,931

743,770

505,222

△ 2,238,404

Ⅲ

619

619

17,606,767

36,809,385

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 寄 附 金

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

前 受 金

預 り 寄 附 金

預 り 金

未 払 金

資 産 除 去 債 務

損益外利息費用累計額

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

損益外減価償却累計額

資 産 除 去 債 務

損益外減損損失累計額

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 合 計

負 債 拠 出 合 計

特 別 修 繕 準 備 金

放送大学教育振興基金

拠 出 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金



 （単位：千円）

Ⅰ

5,761,326

543,030

30,084

6,271,514

8,781

48,695

2,051,283

19,720

2,661

12,220 14,882

141,019

14,890,336

Ⅱ

14,203,789

694,755

14,898,544

△ 8,208

Ⅲ

21,258

282

21,540

Ⅳ

21,540

21,540

△ 8,208

8,208

0

検 定 料 収 益

４．令 和 元 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(自　平成31年4月1日　至　令和2年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益

経 常 収 益 合 計

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 託 研 究 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

雑 益

臨 時 損 失

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 費 用 合 計

経 常 損 失

臨 時 利 益

資産見返補助金等戻入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

臨 時 利 益 合 計

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 損 失

特別修繕準備金取崩額

当 期 総 利 益
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放 送 大 学 学 園 
 
 



Ⅰ 放送大学学園の概要 
 
   法人の名称 放送大学学園 
 

業 務 内 容     １ 放送大学を設置し，これを運営すること 
２ 放送大学における教育に必要な放送を行うこと 
３ １及び２に掲げる業務に附帯する業務を行うこと 

 
事務所の所在地   千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地 
電話番号      ０４３－２７６－５１１１（総合受付） 
ＦＡＸ番号     ０４３－２９８－４３７６ 
ホームページＵＲＬ https://www.ouj.ac.jp 
 

   設立に係る根拠法  放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号） 
 
   主 管 省 庁 名  文部科学省，総務省 
 
   建学の精神    第１条 この法律は，放送大学の設置及び運営に関し必要な事項を定めることにより，

大学教育の 
（放送大学学園法） 機会に対する広範な国民の要請にこたえるとともに，大学教育のための放送の普及発

達を図ることを目的とする。 
第３条 放送大学学園は，大学を設置し，当該大学において，放送による授業を行うと
ともに，全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うことを目的
とする学校法人（私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法
人をいう。）とする。 

 
 

   沿      革   １９８１年  ７月 放送大学学園設立 
              １９８３年  ４月 放送大学設置 
              １９８４年１０月 東京放送局免許 
              １９８４年１２月 前橋放送局免許 
              １９８５年  ４月 関東地方の一部において，テレビ（地上アナログ放送）・ラジ

オによる授業放送を開始するとともに学生を受入れ 
              １９９０年１０月 関東地方以外において，順次ビデオ・オーディオテープを利用

した授業等を行うとともに学生を受入れ 
              １９９８年  １月 衛星（ＣＳ）放送による授業番組等の全国放送の開始 
              １９９８年１０月 全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
              ２００１年  ４月 放送大学大学院修士課程設置 
              ２００２年  ４月 放送大学大学院修士課程学生受入れ開始 
              ２００３年１０月 特殊法人から特別な学校法人へ移行 
              ２００６年１２月 地上デジタル放送開始（放送エリアは地上アナログ放送と同

様） 
              ２００９年  ６月 ＢＳデジタル放送の委託放送業務の認定 
              ２０１１年  ７月 地上アナログテレビ放送の終了 
              ２０１１年１０月 ＢＳデジタル放送による授業番組等の全国放送の開始 
              ２０１２年  ３月 ＣＳ放送の終了 
             ２０１４年 ４月 放送大学大学院博士後期課程設置 

              ２０１４年１０月 放送大学大学院博士後期課程学生受入れ開始 
              ２０１５年 ４月 オンライン授業の開始 
              ２０１８年 ４月 学習教育戦略研究所設置 
              ２０１８年 ９月 地上デジタル及びＦＭラジオによる授業放送終了 
              ２０１８年１０月 ＢＳマルチチャンネル放送開始  
 

設置する学校・学部・学科等   放送大学 教養学部教養学科 
                     大学院文化科学研究科文化科学専攻 
                          
 
 
 
 
 
 
 

https://www.ouj.ac.jp


教養学部及び大学院の学生数の状況  
 
・教養学部                          （２０２０年３月１日現在） 

 入学定員 
入学者数 

収容定員 現員数 2019年度 
第1学期 

2019年度 
第2学期 

全科履修生 15,000人 7,546人 4,210人 60,000人 56,353人 

選科履修生 
40,000人 

10,479人 5,473人 
40,000人 

16,011人 

科目履修生 5,241人 6,342人 6,342人 

特別聴講学生 ― 1,164人 3,260人 ― 3,260人 

計（※） 55,000人 23,266人 16,025人 100,000人 78,706人 

     ※合計からは特別聴講学生（単位互換制度により本学の授業科目を履修する他大学等の学生） 
の数を除く。 

 
・大学院文化科学研究科                    （２０２０年３月１日現在） 

 入学定員 
入学者数 

収容定員 現員数 2019年度 
第1学期 

2019年度 
第2学期 

修士全科生 500人 307人 ― 1,000人 950人 

修士選科生 
11,000人 

2,079人 817人 
11,000人 

2,917人 

修士科目生 417人 479人 479人 

特別聴講学生 ― 2人 2人 ― 2人 

博士全科生 15人 11人 ― 35人 58人 

計（※） 11,515人 2,814人 1,295人 12,035人 4,404人 

※合計からは特別聴講学生（単位互換制度により本学の授業科目を履修する他大学等の学生） 
の数を除く。 

 
収容定員充足率 
 
・教養学部 

年  度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

全科履修生 96.4% 95.4% 97.4% 96.1% 97.1% 95.4% 95.7% 93.5% 95.0% 93.9% 

選科履修生・
科目履修生 

61.4% 64.5% 60.8% 62.5% 59.9% 62.0% 58.7% 60.2% 54.8% 55.9% 

合計 82.4% 83.0% 82.8% 82.7% 82.2% 82.0% 80.9% 80.2% 78.9% 78.7% 

 
・大学院文化科学研究科 

年  度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

修士全科生 113.1% 112.3% 110.5% 109.8% 109.9% 107.6% 106.3% 104.6% 96.8% 95.0% 

修士選科生・
修士科目生 

38.5% 39.9% 37.0% 38.0% 36.9% 38.8% 35.2% 35.4% 31.6% 30.9% 

博士全科生 80.0% 80.0% 123.3% 123.3% 153.3% 140.0% 180.0% 180.0% 165.7% 165.7% 

合計 44.8% 46.0% 43.4% 44.2% 43.3% 44.8% 41.5% 41.5% 37.4% 36.6% 



   役員の概要 
       定数：理事７人以上９人以内（うち常勤６人以内），監事２人 

（２０２０年３月１日現在） 

氏  名 役  職 任  期  経  歴 

有 川 節 夫 理 事 長 
2019年 4月 1日～ 
2021年 3月31日 

1985年 4月 九州大学教授 
2008年10月 九州大学総長 
2017年 4月 放送大学学園理事長 

來 生  新 理事（学長） 
2019年 4月 1日～ 
2021年 3月31日 

1989年 4月 横浜国立大学教授 
2005年 4月 横浜国立大学理事・副学長 
2009年 5月 放送大学教授 
2011年 5月 放送大学副学長 
2014年 4月 放送大学学園理事 
2017年 4月 放送大学長 

山 下 和 茂 理 事 
2019年10月 1日～ 
2021年 9月30日 

1984年 4月 文部省入省 
2017年 4月 文部科学省大臣官房付（（併）内

閣官房内閣審議官（内閣官房副長
官補付）［文化経済戦略特別チー
ム副チーム長］） 

2018年10月 放送大学学園理事 

鵜 田 晋 幸 理 事 
2019年10月 1日～ 
2021年 9月30日 

1987年 4月 大蔵省入省 
2016年 6月 預金保険機構財務部長 
2019年 6月 放送大学学園理事 

森 孝 理 事 
2019年10月 1日～ 
2021年 9月30日 

1988年 4月 郵政省入省 
2018年 7月 総務省九州総合通信局長 
2019年 4月 放送大学学園理事 

岡 田 光 正 理 事 
2019年 4月 1日～ 
2021年 3月31日 

1991年 8月 広島大学教授 
2011年 1月 放送大学教授 
2014年 4月 放送大学教育支援センター長 
2017年 4月 放送大学学園理事・放送大学副学長 

田 中 優 子 理事（非常勤） 
2019年10月 1日～ 
2021年 9月30日 

1991年 4月 法政大学教授 
2014年 4月 法政大学総長 
2017年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

永  田  恭  介 理事（非常勤） 
2019年10月 1日～ 
 2021年 9月30日 

2001年 2月 筑波大学教授 
2013年 4月 筑波大学長 
2015年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

浜 田 泰 人 理事（非常勤） 
2019年10月 1日～ 
 2021年 9月30日 

1980年 4月 日本放送協会入局 
2016年10月 学校法人日本放送協会学園理事長 
（2018年4月 学校法人NHK学園に法人名変更） 
2019年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

三 島 良 直 監事（非常勤） 
2018年 6月 1日～ 
2020年 5月31日 

1997年 4月 東京工業大学大学院教授 
2012年10月 東京工業大学学長（平成30年3月まで） 
2018年 6月 放送大学学園監事（非常勤） 

石  井  尚  子 監事（非常勤） 
2019年10月 1日～ 
2021年 9月30日 

2004年10月 弁護士 
2015年10月 放送大学学園監事（非常勤） 

 
 



   評議員の概要    ・理事長の諮問に応じ，放送大学学園の業務の運営に関する重要事項について審議  
する。 

                       ・放送大学学園の業務の運営につき，理事長に対して意見を述べる。 
 
             定数：２０～２７人 現員：２６人 

 
（２０２０年３月１日現在） 

氏  名 職   名   等 

池 田 龍 彦 

猪 崎 弥 生 

磯 部 雅 彦 

岩 永 雅 也 

岡 田 光 正 

帯 野 久美子 

來 生   新 

小 林 富 貴 子 

佐 桒 愼 二 

佐 藤 秀 行 

澤 川 和 宏 

鈴 木 郁 子 

田 中 優 子 

辻  篤 子 

徳 田 英 幸 

徳 久 剛 司 

永 田 恭 介 

永 原   伸 

長 谷 山 彰 

濱 田 純 一 

浜 田 泰 人 

板 東 久 美 子 

福 田 益 和 

松 井 房 樹 

御 手 洗  康 

室 伏 きみ子 

放送大学副学長 

放送大学東京足立学習センター所長 

高知工科大学学長 

放送大学副学長 

放送大学副学長 

株式会社インターアクト・ジャパン代表取締役 

放送大学長 

放送大学大学院博士後期課程修了生 

放送大学同窓会連合会会長 

公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 

千葉県教育委員会教育長 

日本放送協会理事 

法政大学総長 

名古屋大学国際機構特任教授 

国立研究開発法人情報通信研究機構理事長 

千葉大学長 

一般社団法人国立大学協会会長（筑波大学長） 

一般社団法人日本民間放送連盟専務理事 

日本私立大学団体連合会会長（慶応義塾長） 

放送倫理・番組向上機構理事長 

学校法人ＮＨＫ学園理事長 

日本司法支援センター理事長 

全国専修学校各種学校総連合会会長 

一般社団法人電波産業会専務理事・事務局長 

放送大学教育振興会理事長 

お茶の水女子大学長 
 
 
 
   教職員の概要  専任教員：９０人 ※ 役員である教員２人を除く。 

（常勤）  学習センター所長：５０人 

常勤職員：２４１人               （２０２０年３月１日現在） 

 

  



Ⅱ 事業の実施状況 
 
１．主な事業の概要 
 
 １－１ 放送大学を設置し，これを運営することに関する事項 
 
 （１）学生の募集等 
   

入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

教養学部 【求める人材像】 
本学は，広く国民に高等教育の機会を提供することを教育理念と

しており，一定の条件を満たし，学ぶ意欲のある者であれば誰でも
入学することができます。 

 
【入学者選抜の方法】 

本学の教育理念に鑑み，入学者選抜は行いません。 
 

【求める学習成果】 

高等学校卒業など，一定の条件を具備していることが条件となり

ます。 

大学院文化科学研究科

（修士課程） 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等における豊かな経験を持つ社会人や，専門領域
における基礎知識を有し，学問への意欲と広い問題意識を持った生
涯学習者を求めています。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施
します。第１次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選
考を実施し，最終合格者を決定します。第１次選考は筆記試験，第
２次選考は提出書類をもとにした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

学士課程卒業など，一定の条件を具備していることが条件となり

ます。 

大学院文化科学研究科
（博士課程） 

 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等において直面する課題を解決するための実践に
取り組み，豊かな経験知・実践知を有する社会人や，学問知の獲得
に強い意志と意欲を持ち，より高度な教養知の修得を目指す生涯学
習者を求めています。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施
します。第１次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選
考を実施し，最終合格者を決定します。第１次選考は筆記試験，第
２次選考は提出書類をもとにした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

修士課程修了など，一定の条件を具備していることが条件となり

ます。 
 

 

  



 下記のとおり，２０１９年度第２学期及び２０２０年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定を行った。   
               （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 

２０１９年度第２学期  
全科履修生 

15,000 
（第１回）６月１５日～８月３１日 
（第２回）９月 １日～９月２０日 ２０１９年度第２学期  

選科履修生 科目履修生 
40,000 

２０２０年度第１学期  
全科履修生 

15,000 
（第１回）１１月２６日～２月２９日 

（第２回） ３月 １日～３月１７日 ２０２０年度第１学期  
選科履修生 科目履修生 

40,000 

２０１９年度  
集中科目履修生 

― 
（看護）  ５月１日～５月３１日 
（学校図書館司書教諭）５月１日～６月７日 

大学院 
文化科学研究科 

２０２０年度  
修士全科生 

500 

(８月１５日～８月２６日募集) 
１０月５日      第１次選考(筆記試験) 
１１月１６,１７日  第２次選考(面接試問) 
１２月１１日    最終合格者決定 

２０１９年度第２学期  
修士選科生 修士科目生 

11,000 
（第１回）６月１５日～８月３１日 
（第２回）９月 １日～９月２０日 

２０２０年度第１学期 
修士選科生 修士科目生 

11,000 
（第１回）１１月２６日～２月２９日 

（第２回） ３月 １日～３月１７日 

２０２０年度 
博士全科生 

15 

(８月１５日～８月２６日募集) 
１０月５日      第１次選考(筆記試験) 
１１月１０日     第２次選考(面接試問) 
１２月１１日   最終合格者決定 

 
 

（入学者数推移） 
 

  教養学部                                       （単位：人） 

年  度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

全科履修生 7,763 4,205 7,402 4,135 7,061 3,902 6,917 3,775 7,546 4,210 

選科履修生 11,864 6,250 11,628 6,145 11,474 6,149 11,067 6,137 10,479 5,473 

科目履修生 6,691 7,603 6,306 7,158 6,225 7,118 6,167 6,826 5,241 6,342 

特別聴講学生 1,217 3,395 1,248 3,410 1,285 3,385 1,248 3,448 1,164 3,260 

                                
大学院文化科学研究科                                 （単位：人） 

年   度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

修士全科生 374 386  385 359 307 

修士選科生 2,600 1,085 2,448 1,063 2,514 1,047 2,334 935 2,079 817 

修士科目生 505 672 515 636 451 669 464 579 417 479 

特別聴講学生 0 1 1 1 0 0 7 11 2 2 

博士全科生 12 13  10 16 11 

 



（２）学生の教育等 

 
 

教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

教養学部 【教育課程編成】 
  学生の幅広いニーズに対応した体系的かつ弾力的なカリキュラムとなるよ
う，学問分野に応じた系統的学習により教養を深めることができ，また，教養
の幅を広げるため，特定の学問分野を超えた幅広い知識の修得が可能となるよ
う，柔軟性のある教育課程編成となっています。 

 
【教育内容・方法】 
  様々な学生ニーズに対応した授業を，それぞれの環境に合わせて学習できる
よう，本学では，テレビ・ラジオによる放送授業，インターネットを活用した
オンライン授業，そして教員と直接対面して行う面接授業の３つの形態により
授業を実施しており，いつでもどこでも学べる環境を確保しています。 

 
【学習成果の評価方法】 

  単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位認定試験を課さないオ

ンライン授業においては，各回における形成的評価と，最終回後に行われる達

成度評価の結果を総合的に判断して成績評価を行います。 

大学院文化科学研究科

（修士課程） 

【教育課程編成】 
  修士課程の教育課程には，専門知識を修得するための授業科目と研究能力を
養う研究指導があります。授業科目は深く広い教養の涵養を図るため，所属す
るプログラムの科目と他プログラムの推奨科目及び関連科目で構成されていま
す。研究指導は，修士論文等を段階的・計画的に作成できるよう，２年間の科
目として開設されています。 

 
【教育内容・方法】 
  授業科目は，テレビ・ラジオによる放送授業の他，インターネットを活用し
たオンライン授業があります。研究指導は直接対面やWeb会議システムなどに
より個別の指導が行われます。これにより，いつでもどこでも学べるという柔
軟性を持ちつつ，十分な個別指導の機会も提供しています。 

 
【学習成果の評価方法】 

  授業科目は，単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位認定試験

を課さないオンライン授業においては，各回における形成的評価と，最終回後

に行われる達成度評価の結果を総合的に判断して成績評価を行います。研究指

導は，修士論文等に対する審査と口頭試問の結果を総合的に判断して成績評価

を行います。 

大学院文化科学研究科
（博士課程） 

 

【教育課程編成】 
  博士後期課程の教育課程には，高度な専門知識を修得するための基盤研究と
高い研究能力を養う特定研究があります。基盤研究では，多角的視点での学術
理論を身につけるため所属プログラムの科目と他プログラムの科目で構成され
ています。特定研究は博士論文を段階的・計画的に作成できるよう，３年間の
科目として開設されています。 

 
【教育内容・方法】 
  基盤研究のうち特論は直接対面での形で行われ，研究法は直接対面やWeb会
議システムなどにより行われます。特定研究は，定期的な課題の出題と対面指
導により行われます。これにより，通信教育を行う本学においても，密度の濃
い授業や研究指導の実施が可能となっています。 

 
【学習成果の評価方法】 

  基盤研究は，提出されたレポートを基に成績評価を行います。特定研究は，

提出された博士論文に対する審査と口頭試問の結果を総合的に判断して成績評

価を行います。 
 

 

 

 

 



 
① ２０１９年度第１学期の在学者（学部８０，０６５人，大学院修士課程４，４４７人，大学院博士後期
課程５８人）及び２０１９年度第２学期の在学者（学部８１，９６６人，大学院修士課程４，３４８人, 
大学院博士後期課程５８人）に対して放送授業，通信指導，単位認定試験，面接授業，オンライン授業，
研究指導を下記のとおり実施した。 

 

放送授業 

 

 

・放送授業の放送期間 

 第１学期 

２０１９年 ４月１日～ ４月２８日 

                       １５週間  

 ２０１９年 ５月３日～ ７月１８日 

 

 第２学期 

２０１９年１０月１日～１２月２８日 

                       １５週間   

 ２０２０年 １月５日～ １月２０日 

 

・第１学期，第２学期ともに，学部２８６科目（うち新規開設５２科目）,大学院５８科目（うち

新規開設１１科目）を放送  

 

２０１９年４月２９日～５月２日を「連休学習期間」，２０１９年１２月２９日～２０２

０年１月４日を「年末・年始学習期間」として，また２０１９年７月１９日～９月３０日を

「夏期学習期間」，２０２０年１月２１日～３月３１日を「冬期学習期間」として，授業番

組の一部を再放送 

なお，夏期学習期間及び冬期学習期間には，「司書教諭資格取得に資する科目」（５科目），

「看護師資格取得に資する科目」（５科目），「教員免許更新講習に関する科目」（必修領

域１科目，選択必修領域５科目，選択領域８科目）も放送  

通信指導 

・放送授業科目について，学期の途中に１回，一定範囲の問題を出題し，その添削を実施（通信

指導の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 

・通信指導提出期限：２０１９年 ６月 ４日（第１学期） 

          ２０１９年１１月２９日（第２学期） 

         〔２０１９年 ８月１３日（集中科目履修生）〕 

単位認定試

験 

・教養学部       ２０１９年７月２１日～ ７月２８日（第１学期） 

            ２０２０年１月２３日～ １月３０日（第２学期） 
・集中科目履修  

「司書教諭資格取得に資する科目」 ２０１９年１０月１１日 単位認定レポート提出期限 

「看護師資格取得に資する科目」  ２０１９年 ９月２７日・２８日  

 

・大学院文化科学研究科 ２０１９年７月１９日・２０日（第１学期） 

            ２０２０年１月２１日・２２日（第２学期） 

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング） 

・面接授業は以下の期間で１科目９０分の授業を７回，４５分の授業を１回，計８回実施（授業

時間とは別に成績評価のための試験・レポート等の時間を設定） 

  第１学期：２０１９年 ４月１３日～２０１９年８月４日 

  第２学期：２０１９年１０月１９日～２０２０年２月２日 

・延べ３，０４３クラスの面接授業を実施 

オンライン

授業 

・オンライン授業の配信期間 

 第１学期：２０１９年４月５日～２０１９年９月２日 

 第２学期：２０１９年１０月４日～２０２０年３月２日 

 

・学部は第１学期・第２学期ともに２３科目（うち新規開設５科目）を配信，大学院は第１学期

に２５科目（うち新規開設５科目），第２学期に２７科目（うち新規開設２科目）を配信 

研究指導 

（大学院） 

・大学院修士課程では，研究指導を行い，第２年次の学生は修士論文等の審査を実施  

・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導チームで博士論文作成のための指導を行

い，博士後期課程第３年次の学生は博士論文等の審査を実施 
 
 



 
② 学生の情報リテラシー向上のため面接授業等による情報リテラシー教育を実施するとともに，学生の情
報セキュリティ意識向上のためeラーニングによる学習環境を構築し情報セキュリティ研修を実施した。  

 
③ 専修免許状，特別支援学校教諭免許状，栄養教論免許状，幼稚園教諭免許状，看護師資格取得等，各種
資格の取得に資する教育を実施した。また，2019年度第１学期から公認心理師対応カリキュラムを学部段
階で開設した。  
 

④ 人生１００年時代における社会人の多様な学び直しニーズに応え，忙しい社会人でも学びやすいよう，
インターネット上で学習するオンライン授業科目を新たに１２科目開講した。 
 

⑤ リカレント教育を推進するため，データサイエンスやサイバーセキュリティに関するコンテンツを開講
した。また，「キャリアアップ支援認証制度」として，学習指導要領の改訂に対応した主に小学校教員向
けのオンライン講座「プログラミング教育プラン」２講座を新たに開設した。 
（2019年度受講者数 延べ737人（2020年3月1日現在）） 

 
⑥ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に，認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認証プラン
の改善を図った。  

     
⑦ 他大学等との単位互換・連携協力を，2019年度末までに下記のとおり実施している。 
※連携協力：専修学校や高等学校との連携協力として，専修学校や高等学校に在学しながら放送大学にも

入学し、放送大学の科目を併修する制度                           
    

単位互換協定締結校 連携協力協定締結校 

学部 大学院 専修学校 高等学校 

３９６校 ９校 ５０校 １４校 

 
⑧ 教員免許更新講習を開設し，下記のとおり夏期及び冬期に講習を実施した。  

  夏期 受講者数 ９，０８３人   冬期 受講者数 ３，７４０人 
 
 

  



（３）卒業の認定等 
 

卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

教養学部 【資質・能力等の養成】 
人文・社会・自然の各学問分野を中核とする幅広い知識を修得し，豊かな

教養の涵養を図ることにより，様々な課題に対して，複眼的視点からのもの
の見方や考え方ができるようになり，物事の本質を見極めることのできる総
合的理解力が身につきます。 

  これらの資質・能力を身につけることにより，職場や日々の生活などで生
じる様々な課題に対して，物事の本質を見極め，それらの課題を解決するた
めの糸口を見出すことができる人材を養成します。 

【卒業に必要となる学習成果（条件）】 

  複数の分野にまたがって124単位以上を修得する必要があります。 

大学院文化科学研究科

（修士課程） 

【資質・能力等の養成】 
  専攻する専門分野のみならず，他の分野における専門知識や技能をも修得
し，深く広い教養の涵養を図ることにより，高度な知識・技能に基づく総合
的判断力と，様々な課題に対して自らの力で解決しようとする能動的探究力
が身につきます。 

これらの資質・能力を身につけることにより，地域社会や職場等，現代社
会における様々な課題に対して，自らの力で課題を解決し，それぞれの地域
社会や職場等において活躍することができる人材を養成します。 

【修了に必要となる学習成果（条件）】 

授業科目と研究指導科目を合わせて30単位（臨床心理学プログラムは34単

位）以上を修得し，修士論文等の審査及び試験に合格する必要があります。 

大学院文化科学研究科
（博士課程） 

 

【資質・能力等の養成】 
  専攻する学問分野のみならず，他分野における高度な専門的知識や技能を
も修得し，学術の理論及び応用の深奥を極めることにより，物事を俯瞰的に
観察する能力と，非常に困難な課題にも対応できる創造的実践力が身につき
ます。 

  これらの資質・能力を身につけることにより，地域社会や職場等における
困難 な課題についても解決に導くことができるとともに，それぞれの地域
社会や職場等の未来を切り拓く知的リーダーとして活躍することができる人
材を養成します。 

【修了に必要となる学習成果（条件）】 

授業科目と研究指導科目を合わせて17単位以上を修得し，博士論文を作成

して，審査及び試験に合格する必要があります。 
 

 
 

学部において５，５４８人の卒業認定，大学院修士課程において３１９人,大学院博士後期課程において２

人の修了認定を行った。  
                                     
   教養学部卒業者数推移  

2017年度 2018年度 
2019年度 

2019年度末累計 
第1学期 第2学期 計 

５，７０６人 ５，９８８人 ２，１１３人 ３，４３５人 ５，５４８人 １１１，７５１人 

 
   大学院文化科学研究科（修士課程）修了者数推移  

2017年度 2018年度 
2019年度 

2019年度末累計 
第1学期 第2学期 計 

３２２人 ３２９人 ５人 ３１４人 ３１９人 ６，１８３人 

   
大学院文化科学研究科（博士後期課程）修了者数推移  

2017年度 2018年度 
2019年度 

2019年度末累計 
第1学期 第2学期 計 

８人 ７人 ０人 ２人 ２人 １７人 

 
 
 



（４）教材の作成等  

 

① 2020年度に新たに開設する放送授業科目学部５６科目，大学院８科目について，放送教材及び印刷教材

を作成するとともに，2019年度第2学期に新たに開設したオンライン授業科目２科目，2020年度に新たに

開設するオンライン授業科目学部５科目，大学院５科目について，オンライン教材を作成した。 

 

② テレビ授業科目３１科目の番組（４６５本）について字幕を付与した。また，ラジオ授業科目のインタ

ーネット配信６科目（９０本）について字幕を付与した。  

 

③ 生涯学習支援番組（教育研究成果を広く社会に開放し生涯学習に資するための公開講座。以下同じ。）

１６７本を制作した。 

 

④ 放送番組の二次利用等の円滑化に資するため，番組制作段階において著作権処理について十分配慮する

とともに，著作権処理データベースを運用し，効率的に著作権処理業務を行った。  

  

（５）学習センターの運営 

 

① 面接授業を実施した。 

 

   ② 単位認定試験を実施した。 
 

③ 再視聴学習機会を提供した。 
 

④ 学習相談，証明書の発行等の学生サービス業務を行った。 
 

⑤ 各地域の広報活動及び学生募集活動を行った。 
 
  ⑥ 学生間の交流や学習意欲を促進するため，サークル活動や教員によるミニ講座等に供するなど講義室の

有効活用を図った。 
 
（６）施設設備の整備  

 
① 本部及び学習センターの施設設備について特別修繕を行った。  

 
② 教育研究環境を整備するため，図書・学術雑誌の充実を図るとともに，附属図書館の電動集密書架の老
朽化したレールの改修，障害者用点字ブロックの敷設を行った。 

 
（７）教育改善の取組み 

 
   ① 授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施した。 
 

② 学部・大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）講演会を実施した。 
 
③ ＩＣＴ活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，本学における教育の質向上と
ＩＣＴ活用教育の導入・推進を図った。 

 
（８）国際交流の推進  

 
   ① パキスタン・ラホールで開催されたＡＡＯＵ（アジア公開大学連合）年次大会，アイルランド・ダブリ

ンで開催されたＩＣＤＥ（国際遠隔教育会議）世界大会に参加し,本学の取り組みを紹介するとともに遠
隔教育の直面する課題に対する議論等を通じて,各国との相互交流を図った。 

 
② 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などから研究者を招へいし，９月に国際シンポジウムを開催し最新の取
り組み等に関して情報収集するとともに，５月に韓国放送通信大学校が主催した日中韓セミナーに参加
し,オンライン教育等ＩＣＴを活用した学習の諸問題について意見交換した。 

 
（９）研究の推進  
 
   ① 若手教員の研究助成に重点を置き、准教授に対して学長裁量経費（研究助成）の学内公募を行った。 

2019年度採択件数 5件 
 



   ② 学内へ外部資金による研究費の獲得を働きかけ，外部資金の獲得に努めた。また，外部資金獲得のイン
センティブとして，各教員が前年度に獲得した外部資金に係る間接経費の50%に相当する額を，所属する
コースの共通経費に加算配分した。 

     ・2019年度科学研究費助成事業獲得状況（新規・継続合計，代表分） 31件 
     ・2020年度科学研究費助成事業申請状況（代表分）：33件 （2020年3月1日現在） 
 
 

１－２ 大学における教育に必要な放送の実施に関する事項  

 
（１）放送の実施  

授業番組（テレビ）及び告知番組をＢＳ２３２ｃｈで，生涯学習支援番組及び告知番組をＢＳ２３１ｃ
ｈでマルチチャンネル放送するとともに，授業番組（ラジオ）及び告知番組をＢＳ５３１ｃｈで放送し
た。併せて，データ放送も行った。 

また，テレビ授業科目のＥＰＧ番組詳細情報コンテンツも提供した。 
※ＥＰＧ：電子番組ガイド 

 

① 番組の種類 

 

番 組 名 番 組 内 容 

授業番組 学生の履修を目的に，全授業科目を放送。単位認定試験まで

に１５回放送。 

生涯学習支援番組 放送番組種別は次のとおり。 

（１）学問への興味を沸き立たせる領域 

ＢＳキャンパスｅｘ特集，”科学”からの招待状，公開講

座セレクション，特別講義 

（２）学び直しのきっかけとなる領域 

クロス討論，スペシャル講演，１６番目の授業，放送大学

アーカイブス・知の扉，学習センターめぐり 

（３）具体的な学び直しに入る領域 

キャリアアップ（例：データサイエンス，サイバーセキュ

リティ等） 

告知番組 放送大学の魅力を伝える告知番組 

（番組例） 

授業科目ガイド，大学の窓，全国学習センターめぐり， 

キャンパスガイド 等 

 

② 番組編成期間及び放送時間 

 

   ・ ２０１９年度第 1 学期 

 

    授業番組及び告知番組 

・ ＢＳ２３２ｃｈ（テレビ）及びＢＳ５３１ｃｈ（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 

２０１９年  ４月１日～ ４月２８日 

２０１９年  ５月 3 日～ ７月１８日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前１時３０分まで 

 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 



連休学習期間 

（２０１９年４月２９日～５月２日） 

月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から木曜 午前６時から翌午前０時まで 

夏期学習期間 

（２０１９年７月１９日～９月３０日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
 

  生涯学習支援番組及び告知番組 

    ・ ＢＳ２３１ｃｈ（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 

２０１９年  ４月１日～ ４月２８日 

２０１９年  ５月６日～ ７月２１日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

連休特別編成 

（２０１９年４月２９日～５月５日） 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 
夏季特別編成 

（２０１９年７月２２日～９月３０日) 

 
 

・２０１９年度第２学期 

 

授業番組及び告知番組 

・ＢＳ２３２ｃｈ（テレビ）及びＢＳ５３１ｃｈ（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 

２０１９年１０月１日～１２月２８日 

２０２０年 １月５日～ １月２０日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前１時３０分まで 

 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

年末・年始学習期間 

     ２０１９年１２月２９日 

    ～２０２０年１月４日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

冬期学習期間 

（２０２０年１月２１日～ ３月３１日） 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
 
 
 
 
 
 



生涯学習支援番組及び告知番組 

・ＢＳ２３１ｃｈ（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

 

放送期間 

２０１９年１０月１日～１２月２８日 

２０２０年 １月 ５日～ １月２０日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

 

年末・年始特別編成 

２０１９年１２月２９日 

～２０２０年１月４日 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

冬季特別編成 

（２０２０年１月２１日～ ３月３１日） 

 
（２）放送設備の整備  

安定した放送を確保するため，２０１８年１０月から開始したＢＳマルチチャンネル放送及びＢＳラジ

オ放送を行うための放送番組運行システムの初期不良等に適切に対処し，放送事故ゼロでの安定運用を継

続するとともに，放送関連施設及び機器の保全・管理等を実施した。 

 

（３）地上波放送設備の撤去  

２０１８年１０月末の地上波放送終了に伴う関連設備の撤去を計画どおり実施し,東京送信所のＦＭ放

送関連設備，前橋送信所の全設備等の撤去を完了した。 

 

（４）放送事故  

      なし 
 

１－３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 

 

（１）広報活動の実施  

各地域の実情に基づき，効果的な広報活動を行うとともに，定期的な市場把握・競合比較調査及び入学

者アンケートにより効果の検証等を行いながら認知度向上の促進を図った。 

   

① 学生募集に係る広報活動  

    ・ 学生募集用ポスター，学生募集用リーフレット，その他広報資料の作成 

    ・ Ｗｅｂ，新聞，テレビ，雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

       テレビＣＭ 各地方局及びケーブルテレビ局等 

       新聞広告  読売，日経新聞等 

    ・ 学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施  

2019年度第1学期学生募集 11,926件 2019年度第2学期学生募集 10,686件 

    ・ 大学説明会，オープンキャンパス及び個別相談会の実施 

    ・ 生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請  

    ・ 関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 

    

② 放送大学の周知に係る広報活動 

    ・ ホームページの充実 

・ 新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した広報の実施 
    ・ 公開講演会の企画・実施 ６５２回（２０２０年２月１４日時点）   
    ・ 図書館所蔵コレクションを利用した展示会協力（町田市立国際版画美術館）  
 

 

 

 



（２）調査研究の実施 

 

① 視聴状況調査  

       学生に対して,放送番組に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査を実

施し，その結果の活用を図った。 

 

    ② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究  

メディア活用状況の現状を把握するため,放送大学 YouTube チャンネルの登録者数,radiko（IP サイ

マルラジオ）のアクセス数,231ch・232ch の視聴データを取得するなど,総合的なメディア活用の在り

方についての調査を行った。また,調査結果を踏まえながら,放送大学 YouTube チャンネルで放送授業・

オンライン授業への案内を強化する等,インターネットの積極的な活用を行った。 

 

③ 学習教育戦略研究所における調査研究等  

学習教育戦略研究所において，学習・教育情報の分析等を通じたより効果的な学習・教育方法の調

査研究を行った。また，それらの調査研究の成果や進捗を報告する研究報告会を開催し，学内への研

究成果の普及や調査研究活動の活性化を図った。 

 

④ 視聴者モニター調査  
       生涯学習支援番組に対する視聴者からの意見募集を行い，定量的・定性的な調査を行った。また，

その結果を分析するとともに関係部署にフィードバックして，生涯学習支援番組の充実を図った。 
 

（３）情報システムの運用等  
 

   ① 各種業務システム等の運用・管理  

人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書システム，

情報基盤システム等の運用・管理を行った。 

 

   ② インターネットによるリカレント教育システムの構築 

      リカレント教育の充実に資することを目的とし，インターネットによる講座の開設及び配信を可能と

するシステムの構築を行った。 

 

③ 無線ＬＡＮ環境の整備 

学習センター講義室の無線ＬＡＮ環境をより良いものとするため，機器を更新した。また，ペーパー

レス会議を推進するために，本部の会議室等に無線ＬＡＮ環境を整備した。 
 

（４）インターネット配信 

学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，テレビ授業科目のうち１６５科

目（夏季集中科目５科目を含む。うち,字幕付与科目は１２０科目。）のインターネット配信,ラジオ授

業科目のうち１７９科目（夏季集中科目５科目を含む。うち,８科目について字幕を付与する実験を実

施。）のインターネット配信及びＩＰサイマルラジオの配信を実施した。 
 

（５）特別修繕準備金 

特別修繕準備金から76,899,000円を取り崩して特別修繕費に充てた。 
 

１－４ その他学園の行う業務に関する事項 

・ 学生等の受信環境の向上を図るため，放送大学の番組を放送していないケーブルテレビ事業者に対

し，再放送を働きかけた。 放送法第11条に基づく再放送同意数：369事業者（2019年12月1日時点） 

・ 上記に掲げる各種機能の強化・充実の他，働き方改革の推進等による業務運営の改善を行った。 
 

  



２．中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 
 

放送大学学園は，放送大学学園法の定めに基づき，毎会計年度の開始前にその会計年度の事業計画を作成し，
主務大臣の認可を受けることとされている。2019年度についても，文部科学大臣及び総務大臣の認可を受けた
2019会計年度事業計画について，各所管において着実に実行した。 

  また，放送大学学園は，概ね6年を計画期間とする業務運営計画に基づき各年度計画を毎年度当初に策定し，
実施している。2019年度は第3期業務運営計画（2016年4月～2022年3月）の4年度目に該当しており，前年度まで
の実施状況も踏まえて単年度の年度計画に反映させ，各所管において着実に実行した。 

なお，業務運営計画の取組状況については，外部有識者により構成される放送大学学園評価委員会を設置し，
毎年度評価を行うともに，業務運営計画期間終了後に，業務運営期間全体を通した業務実績を総括する総合評価
をあわせて行っている。第3期運営計画の取組状況に対する評価は以下のとおりである。（2019年度の取組状況
の評価は，2020年5月までに自己評価を決定した上で，2020年6月に放送大学学園評価委員会での審議を経て確定
する。） 

 
 

第3期業務運営計画 評価 

2016
年度 

2017
年度 

2018
年度 

2019
年度 

2020
年度 

2021
年度 

総合 

Ⅰ 教育
機能等
の強
化・充
実に関
する事
項 

1 教育
に関す
る事項 

(1)教育
内容及
び教育
の成果
等に関
する事
項 

目標1 教育体系の再
構築 

       

計画1 カリキュラム
の充実 

A A A - 
 

- 
 

- 
 

- 
 

計画2 大学院教育の
改善 

A A A - - - - 

計画3 現代的要請に
応じた科目開設 

A S S - - - - 

計画4 放送大学エキ
スパートの再構築 

A A A - - - - 

目標2 ICT活用等によ
る遠隔教育の改善・
充実 

       

計画5 オンライン授
業の本格実施 

S A A - - - - 

計画6 ICTの活用によ
る教育の充実 

A S A - - - - 

計画7 単位認定制度
の改善 

A A A - - - - 

計画8 放送およびオ
ンライン授業の制作
の効率化 

A A A - - - - 

(2)学生
サービ
ス等に
関する
事項 

目標3 学習機会と学
習環境の確保・拡充 

       

計画9 学習指導の充
実 

S A A - - - - 

計画10 障害者支援の
充実 

A A S - - - - 

計画11 学習環境にお
ける利便性向上 

A A A - - - - 

2 研究に関する事
項 

目標4 研究活動の推
進 

       

計画12 研究活動の推
進 

A A A - - - - 

3 地域貢献に関す
る事項 

目標5 地域貢献の推
進 

       

計画13 学習センター
における活動 

A A A - - - - 

計画14 大学・専修学
校等との連携 

A S A - - - - 

4 その
他の事
項 

(1)国際
化に関
する事
項 

目標6 国際化の推進        

計画15 海外の公開大
学等との交流促進 

A A S - - - - 



Ⅱ 業務
運営の
改善及
び効率
化に関
する事
項 

1 組織運営の改善
に関する事項 

目標7 組織運営の改
善 

       

計画16 事務職員の採
用・養成 

A A A - - - - 

計画17 新教員評価制
度への移行 

A A A - - - - 

計画18 教職員協働の
促進 

A S A - - - - 

計画19 IRシステムの
整備と活用 

A A A - - - - 

2 放送実施等に関
する事項 

目標8 放送の安定的
運用等 

       

計画20 次期放送番組
運行システムの構築 

S A A - - - - 

計画21 BS放送への完
全移行とマルチチャ
ンネル放送の展開 

A S A - - - - 

計画22 新たな放送技
術の活用 

A S A - - - - 

3 情報基盤に関す
る事項 

目標9 安定した情報
基盤の確立 

       

計画23 各種情報基盤
の整備・充実 

A B B - - - - 

Ⅲ 財務
内容の
改善に
関する
事項 

1 自己収入の増加
に関する事項 

目標10 自己収入の増
加 

       

計画24 学生納付金収
入の確保 

A A A - - - - 

計画25 外部資金等の
獲得 

A B A - - - - 

2 経費の抑制に関
する事項 

目標11 経費の抑制        

計画26 業務改善とコ
スト管理の徹底 

A A A - - - - 

計画27 人件費の抑制 A S B - - - - 

Ⅳ 学生
確保に
関する
事項 

 目標12 学生確保の促
進 

       

計画28 一般に対する
後方（マス広報）の
充実 

B B A - - - - 

計画29 特定集団に対
する広報（ライン広
報）の充実 

S S A - - - - 

計画30 認知度向上の
促進 

A A B - - - - 

 

※年度計画の評価の基準は次のとおり。 

  S:年度計画を上回って実施している。   A:年度計画を順調に実施している。  

B:年度計画を十分に実施できていない。 C:年度計画を実施していない。 

 総合評価の基準は次のとおり。 

  S:計画を上回って実施している。     A:計画を十分に実施している。 

 B:計画を十分に実施できていない。   C:計画を実施していない。 
 

  



Ⅲ 財務の概要 

１．決算の概要 

  

（１）貸借対照表関係 

 ①貸借対照表の状況と経年比較 

（単位：円） 

  2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

固定資産 27,969,635,019 28,199,775,631 28,583,414,507 27,615,051,586 26,190,140,000 

流動資産 10,256,598,005 9,818,791,386 10,502,775,868 9,736,336,063 10,619,244,000 

資産合計 38,226,233,024 38,018,567,017 39,086,190,375 37,351,387,649 36,809,385,000 

固定負債 9,752,618,172 11,208,474,543 12,871,846,791 10,447,143,850 9,716,007,000 

流動負債 8,660,891,715 8,921,280,404 9,314,589,367 8,961,332,880 9,486,610,000 

負債合計 18,413,509,887 20,129,754,947 22,186,436,158 19,408,476,730 19,202,618,000 

拠出金 19,844,552,191 19,844,552,191 19,844,552,191 19,844,552,191 19,844,552,000 

拠出剰余金 △32,386,844 △1,957,177,886 △2,944,776,187 △1,902,260,768 △2,238,404,000 

利益剰余金 557,790 1,437,765 △21,787 619,496 619,000 

拠出合計 19,812,723,137 17,888,812,070 16,899,754,217 17,942,910,919 17,606,767,000 

負債拠出合計 38,226,233,024 38,018,567,017 39,086,190,375 37,351,387,649 36,809,385,000 

 ※2019年度は見込額を記載 

 

 

②損益計算書の状況と経年比較 

（単位：円） 

  2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

経常収益 13,518,040,591 13,619,460,576 13,513,518,709 14,116,062,715 14,890,336,000 

経常費用 13,524,372,879 13,769,343,414 13,539,129,005 14,130,909,370 14,898,544,000 

経常利益 △6,322,288 △149,882,838 △25,610,296 △14,846,655 △8,208,000 

臨時利益 134,570,039 10,935,206 34,933,185 28,988,541 21,540,000 

臨時損失 134,570,039 10,935,206 34,933,185 28,330,957 21,540,000 

当期純利益 △6,322,288 △149,882,838 △25,610,296 △14,189,071 △8,208,000 

特別修繕準備

金取崩額 
145,950,985 150,762,813 24,150,744 14,830,354 8,208,000 

当期総利益 139,628,697 879,975 △1,459,552 641,283 0 

※2019年度は見込額を記載 

  



 

（２）収入支出決算書関係 

（単位：円） 

※2019年度は見込額を記載 

 

（単位：円） 

※2019年度は見込額を記載 
 

（３）当該会計年度における学園の借入金の借入先，借入れに係る目的及び借入金額  

    該当なし 

 

（４）当該会計年度において学園が受け入れた国庫補助金等の名称並びに受入れに係る目的及び金額  

名 称  放送大学学園補助金 

目 的  放送大学の設置・運営，放送及び委託放送業務，その他附帯する業務に要する経

費の一部に充てること 

金 額  7,630,968,000 円（2019 年度予算額） 

 

名 称  放送大学学園施設整備費補助金 

目 的  学園の設置する施設の整備充実を図るため，学園が行う施設の整備に要する経費

に充てること 

金 額  245,979,000 円（2019 年度補正後予算額） 

 
 

収入の部 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

授業料及び 

入学検定料 
6,031,180,500 6,051,827,375 6,034,638,700 5,891,121,500 6,334,441,000 

雑収入 240,544,573 207,875,272 319,662,765 240,300,920 209,963,000 

特別修繕準備

金受入 
145,950,985 150,762,813 26,778,600 169,778,710 76,899,000 

国庫補助金 7,292,627,425 7,526,128,903 9,094,452,791 7,778,923,047 7,876,947,000 

受託収入 16,366,474 6,035,969 13,822,819 18,913,786 8,781,000 

収入の部合計 13,726,669,957 13,942,630,332 15,489,355,675 14,099,037,963 14,507,031,000 

支出の部 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

管理経費 689,901,465 678,998,191 729,751,903 672,831,430 698,374,000 

教材作成等事

業費 
2,748,959,519 2,687,808,362 2,846,222,908 2,826,956,384 2,966,137,000 

教育研究費 8,026,280,572 8,386,637,571 8,401,384,689 7,954,075,421 8,469,809,000 

放送事業費 2,099,210,942 1,892,981,026 1,801,589,476 2,314,954,992 2,041,052,000 

特別修繕費 145,950,985 150,762,813 26,778,600 169,778,710 76,899,000 

放送大学学園

施設整備費 
0 139,406,400 1,669,805,280 141,527,240 245,979,000 

受託研究等事

業費 
16,366,474 6,035,969 13,822,819 18,913,786 8,781,000 

支出の部合計 13,726,669,957 13,942,630,332 15,489,355,675 14,099,037,963 14,507,031,000 



２．経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

 

・主な収入は、自己収入（事業収入、事業外収入）と国から措置される補助金収入（運営費補助金、施設整備費

補助金）で構成されている。利益獲得が目的ではないため、原則として収支が均衡するように運営している。 

・今後も、業務運営の改善及び効率化を図り，自己収入の増加と経費の抑制に努め，安定した経営基盤の確立を

図る。 

 
 

Ⅳ 放送大学学園が対処すべき課題  

 

１ 生涯学習・教養教育・遠隔教育の中核的機関である放送大学の充実，放送大学の教育に必要な放送の安定的運

用を通じ，我が国の教育への一層の貢献に資する。 

 

２ 放送大学における教育の質保証と向上に努め，数理・データサイエンス・ＡＩ人材の育成など，社会の要請に

積極的に応えるとともに，学習者が学びやすい環境を整える。 

 



 

 

 
 
 
 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なし 

 



７．令　和　２　会　計　年　度　収　入　支　出　予　算

（単位：千円）

前 年 度 令和2年度 前 年 度 令和2年度

予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額

(款)事業収入
(項)授業料及入学検定料 6,334,441 6,334,664 223 (項)管理経費 698,374 703,068 4,694

(款）事業外収入
(項)雑収入 209,963 234,191 24,228 (項)教材作成等事業費 2,966,137 3,134,493 168,356

(款)特別修繕準備金受入
(項)特別修繕準備金受入 76,899 113,080 36,181 (項)教育研究費 8,469,809 8,479,913 10,104

(款）補助金収入
(項)国庫補助金 7,876,947 7,385,862 △ 491,085 (項)放送事業費 2,041,052 1,637,243 △ 403,809

(款）受託収入
　(項)受託収入 8,781 16,194 7,413 (項)特別修繕費 76,899 113,080 36,181

(項)放送大学学園施設整備費 245,979 0 △ 245,979

(項)受託研究等事業費 8,781 16,194 7,413

14,507,031 14,083,991 △ 423,040 14,507,031 14,083,991 △ 423,040合　　　　　　計合　　　　　　計

科　　　　　　　　　目

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

比 較
増 △ 減 額

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

比 較
増 △ 減 額

 科　　　　　　　　　目


